三島市個人情報保護条例の一部を改正する条例案について
パブリック・コメントを募集します
パブリック・コメントとは、市が政策等を策定する場合、その案を事前に公表することにより市民から意見の提出を受け、最終的な案を決定しようとするものです。
今回、次の条例を改正するにあたり、市民の皆様の意見を広く募集します。
１　案件名　
三島市個人情報保護条例の一部を改正する条例案
２　改正の趣旨　
三島市個人情報保護条例（以下「条例」という。）は、個人情報の適正な取扱いに関し必要な事項を定めるとともに、市が保有する個人情報の開示等を請求する権利を保障することにより、市民の基本的人権の擁護を図り、もって公正で民主的な市政の推進に資することを目的としたものです。

本市では、平成12年6月に条例を制定し、平成13年1月に施行されてから現在に至るまで個人情報の適正な取扱いに努めてきました。
　　一方、平成25年5月に行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「番号法」という。）が制定され、平成27年10月には、住民票を有する全ての方に個人番号（住民票コードを変換して得られる12桁の番号）、いわゆるマイナンバーが通知され、平成28年1月からは、社会保障、税、災害対策等の分野の行政手続において利用されることが予定されています。
　　個人番号の導入により、国の行政機関や地方公共団体等の複数の機関に存在する個人の情報が同一人の情報であることの確認を確実に行うことが可能となるため、住民の方が各種申請を行う際の提出書類が減るといった利便性の向上、地方公共団体等で様々な情報の照合等に要する時間や労力が削減されるといった行政の効率化等が図られ、公平・公正な社会の実現などの効果が期待されますが、その一方で、個人番号の不正な利用や漏えいがあった場合には、個人のプライバシーが著しく侵害されるおそれがあります。
そのため番号法では、特定個人情報（※1）について、それ以外の個人情報に比べ、より厳しい保護措置を講じており、地方公共団体に対しても、その適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を講じるよう求めています。
それを受けて、本市においても番号法の趣旨に沿った改正を行おうとするものです。
また、条例は、平成15年5月に制定された国の行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）に先立ち制定、施行されたため、法と異なる規定の仕方となっている部分も多く、中には法に比べ、抽象的な内容となっている規定もあることから、それらの一部について、法の規定にそろえて明確化する改正等を併せて行おうとするものです。
　　
３　主な改正の内容
　⑴　定義規定について
　番号法における個人情報の概念には、事業を営む個人の当該事業に関する情報が含まれていますが、条例には含まれていません。そこで、法の規定との整合を図るため、条例の個人情報の定義に事業を営む個人の当該事業に関する情報を含めます。
また、番号法は、特定個人情報及び情報提供等記録（※2）について、これら以外の個人情報とは異なった、より厳格な保護措置を講じることとしており、条例においても、その趣旨に沿った取扱いを規定する必要があることから、これらについても新たに定義します。
　　　





⑵　特定個人情報等の利用の制限について

　　番号法では、特定個人情報の目的外利用について、それ以外の個人情報と比べ、より厳格に制限し、個人の生命、身体又は財産の安全を守るために必要がある場合であって、本人の同意があり、又は本人の同意を得ることが困難であるときに限り認めています。

また、情報提供等記録については、目的外利用そのものを認めていません。
そこで、特定個人情報及び情報提供等記録の利用について、そのような番号法の趣旨に沿った規定をおきます。

　⑶　特定個人情報の提供の制限について
番号法では、特定個人情報の提供について、同法第１９条各号に該当する場合を除き、認められていないことから、条例においても同様の規定を確認的におきます。
⑷　電子計算機処理について

　　番号法では、情報提供ネットワークシステム（※３）を介した情報照会に対し、特定個人情報を提供することは法的義務とされているため、そのような法的義務に基づき新たな個人情報取扱事務の電子計算機処理を開始しようとするときは、あらかじめ、個人情報保護審議会の意見を聴くことを不要とします。
⑸　特定個人情報の開示請求等の請求権者について
　　番号法では、本人と法定代理人のほか、本人の委任による代理人（以下「任意代理人」という。）に、情報提供等記録を除く特定個人情報にあっては開示・訂正・利用停止請求を、情報提供等記録にあっては開示・訂正請求を認めているため、条例上の開示・訂正・削除・中止請求についても、番号法と同様に任意代理人に請求権を認めることとします。
⑹　不開示情報について
　　開示請求に係る自己情報に含まれる不開示情報の内容については、その性質上できる限り明確化、具体化することが望ましいことから、条例よりも不開示情報を詳しく定めた法や三島市情報公開条例の不開示情報に係る規定を踏まえ、不開示情報を規定しなおします。
⑺　自己情報の提供先に係る通知について
　　番号法では、情報提供等記録について訂正を実施した場合に必要があるときは、情報提供ネットワークシステムを設置、管理する総務大臣、同システムによる情報照会者又は情報提供者に対して通知することを定めているため、条例においても同様の規定をおきます。
　　
⑻　自己情報の削除請求及び中止請求事由の追加に係る改正について
　　現行の条例では、実施機関が条例の規定に違反して自己情報を収集したと認めるときには、その自己情報の削除を、実施機関が条例の規定に違反して目的外利用又は外部提供をし、又はしようとしていると認めるときは、それらの中止を、それぞれ請求することができます。
　　一方、番号法では、同法の規定に違反して利用、収集・保管、提供等がなされた情報提供等記録を除く特定個人情報についても利用停止請求を認めています。
　　そこで、情報提供等記録を除く特定個人情報について、番号法の規定に違反して利用、収集・保管、提供等がなされた場合にも、それらの削除請求又は中止請求が可能となる改正を行います。
⑼　開示の実施に係る他の法令等との調整について
　　番号法では、特定個人情報及び情報提供等記録について、他の法令による開示手続との調整に係る規定の適用を除外しているため、条例においても同様の規定とします。
⑽　施行予定日について

情報提供等記録に係る部分以外の部分については、平成27年10月5日から施行する予定です。

情報提供等記録に係る部分については、番号法附則第1条第5号に掲げる規定の施行の日（平成29年1月頃を予定）から施行する予定です。
	用　語　の　説　明

	※１
	特定個人情報
	個人番号（個人番号に対応し、それに代わって用いられる符号を含む。）をその内容に含む個人情報

	※２
	情報提供等記録
	番号法第23条第1項及び第2項に規定する記録に記録された特定個人情報（情報提供ネットワークシステムを利用して特定個人情報の授受があった際の情報照会者・情報提供者の名称、日時、特定個人情報の項目等の記録）

	※３
	情報提供ネット

ワークシステム
	国の行政機関、地方公共団体等の使用に係る電子計算機を相互に接続し、特定個人情報の授受を行う際に利用するものとして総務大臣が設置・管理するシステム


４　募集期間　
平成２７年６月１８日（木）から平成２７年７月１７日（金）までとします。
５　提出方法　
パブリック・コメント用紙に、提出者の対象区分、住所、氏名及び連絡先を明記して、募集期間内に直接、郵送、ＦＡＸ又はＥメールで提出してください。
６　提出先　
〒411-8666　三島市北田町４番４７号　三島市 企画戦略部 行政課 文書法規係
　　ＦＡＸ番号　０５５－９７３－５７２２
　　Eﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　gyousei@city.mishima.shizuoka.jp
· 市ホームページのパブリック・コメントコーナーにおいても提出できます。
７　意見の取扱　
提出された意見の概要及びその意見に対する市の考え方は、市ホームページに掲載するほか、行政課、情報公開コーナー、公民館（北上、錦田、中郷、坂）及び生涯学習センターで閲覧又は資料配布の方法により公表します。
なお、提出された意見への個別回答はいたしません。
８　問合せ　
企画戦略部行政課文書法規係　電話番号０５５－９８３－２６１８
条例上の個人情報と特定個人情報、情報提供等記録の関係図（改正後）
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